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算 書 類 

 
 

 

 

(単位:千円)

科目 金額 科目 金額
流動資産 1,601,237 流動負債 2,405,624
　　現金及び預金 29,834 　　支払手形 5,163
　　受取手形 50,505 　　電子記録債務 371,772
　　電子記録債権 430,903 　　買掛金 472,526
　　売掛金 789,331 　　短期借入金 1,221,696
　　有償支給取引に係る資産 33,899 　　未払金 167,005
　　製品 154,919 　　未払費用 86,118
　　仕掛品 48,587 　　未払消費税等 3,329
　　原材料 49,004 　　未払法人税等 35,108
　　貯蔵品 8,008 　　賞与引当金 28,782
　　未収入金 2,061 　　その他流動負債 14,119
　　前払費用 3,542
　　その他流動資産 639

固定資産 932,436 固定負債 184,497
　有形固定資産 859,069 　　退職給付引当金 177,514
　　建物 153,538 　　環境対策引当金 918
　　構築物 21,761 　　資産除去債務 3,965
　　機械及び装置 141,612 　　その他固定負債 2,100
　　車両運搬具 97
　　工具器具備品 4,771
　　土地 520,633
　　建設仮勘定 16,653

　無形固定資産 5,084 負債合計 2,590,122
　　電話加入権 4,279 純資産の部
　　ソフトウェア 805 株主資本 △ 51,425

　資本金 310,000
　投資その他の資産 68,283
　　長期貸付金 173 　資本剰余金 -
　　繰延税金資産 58,043
　　その他投資 10,108 　利益剰余金 △ 361,425
　　貸倒引当金 △ 41 　　利益準備金 66,793

　　その他利益剰余金 △ 428,218
　　繰越利益剰余金 △ 428,218

評価・換算差額等 △ 5,021
　　繰延ヘッジ損益 △ 5,021

純資産合計 △ 56,447
資産合計 2,533,674 負債及び純資産合計 2,533,674

貸　借　対　照　表
(　2024年3月31日現在　)

資産の部 負債の部
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（単位:千円）

科目

売上高 2,949,872

売上原価 2,337,620

売上総利益 612,252

販売費及び一般管理費 474,244

営業利益 138,007

営業外収益

　　受取利息及び配当金 3,204

    為替差益 8,867

　　その他 2,146 14,218

営業外費用

　　支払利息 9,587

　　その他 2,350 11,938

経常利益 140,287

税引前当期純利益 140,287

法人税、住民税及び事業税 27,773

法人税等調整額 △58,043
当期純利益 170,557

損　益　計　算　書
（　2023年4月1日から

　　2024年3月31日まで　）

金額
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　　株主資本等変動計算書
　　　（2023年4月1日～2024年3月31日）

（単位：千円）

その他利益
剰余金

当期首残高 720,755 361,886 - 361,886 66,793 △ 1,371,417 △ 1,304,624 △ 221,983

事業年度中の変動額

　減資 △ 410,755 - 410,755 410,755 - - - -

　資本準備金の減少 - △ 361,886 361,886 - - - - -

　欠損填補 - - △ 772,641 △ 772,641 - 772,641 772,641 -

　当期純利益 - - - - - 170,557 170,557 170,557

　株主資本以外の項目の　　　 - - - - - - - -

　事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 △ 410,755 △ 361,886 - △ 361,886 - 943,198 943,198 170,557

当期末残高 310,000 - - - 66,793 △ 428,218 △ 361,426 △ 51,426

当期首残高 △ 154 △ 154 △ 222,138

事業年度中の変動額

　減資 - - -

　資本準備金の減少 - - -

　欠損填補 - - -

　当期純利益 - - 170,557

　株主資本以外の項目の　　　
　事業年度中の変動額（純額） △ 4,867 △ 4,867 △ 4,867
事業年度中の変動額合計 △ 4,867 △ 4,867 165,690
当期末残高 △ 5,021 △ 5,021 △ 56,447

項目

利益剰余金
合計

評価・換算差額等

その他
繰延ヘッジ

損益

評価・換算
差額等
合計

項目
資本金 資本

準備金

その他
資本

剰余金
繰越利益
剰余金

資本剰余金 利益剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

純資産
合計

株　　主　　資　　本

株主資本
合計
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個 別 注 記 表 

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)デリバティブの評価基準および評価方法 
              時価法 
(2)棚卸資産の評価基準および評価方法 

 総平均法に基づく原価法 
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法） 
(3)固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産  
(ｲ)リース資産を除く 定額法 
(ﾛ)リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定

額法によっております。 
② 無形固定資産 定額法 
 自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間(5年)に基づく定額法 
(4)引当金の計上基準  
① 貸倒引当金 金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。 

② 賞与引当金 従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき
計上しております。 

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため､当期末における退職
給付債務及び年金資産に基づき、当期末において発生
していると認められる額を計上しております。 

④ 環境対策引当金 環境関連費用の支出に備えるため、今後発生すると見
込まれる金額を計上しております。 

(5)重要なヘッジ会計の方法 
 外貨建営業債権について、原則として繰延ヘッジ処理

によっております。なお、振当処理の要件を満たして
いる為替予約については振当処理によっております。 
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(6)収益及び費用の計上基準  
 製品の販売に係る収益は、主に製造等による販売であ

り、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行
義務を負っております。 
当該履行義務は、国内取引については顧客へ製品を引
き渡す一時点、また輸出取引についてはインコターム
ズにおける FCA 条件に基づき運送人へ製品を引き渡
す一時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲
得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識し
ております。 
なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98
項に定める代替的な取扱いを適用し、商品の販売にお
いて、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移
転される時までの期間が通常の期間である場合には、
出荷時に収益を認識しております。 
取引の対価は、履行義務を充足してから概ね１年以内
に受領しており、重大な金融要素を含んでおりませ
ん。 
また、収益は顧客との契約において約束された対価か
ら、値引きおよび割戻し等を控除した金額で測定して
おります。 

2．収益認識に関する注記 
1.重要な会計方針に係る事項に関する注記の(6)収益及び費用の計上基準に記載
のとおりであります。 
 

3．重要な会計上の見積りに関する注記 
(1)会期上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であ

って、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、
次の通りです。 
繰延税金資産 58,043千円。 

(2)繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期および金額
によって見積もっております。当該見積りは、現下の国際情勢を含め将来の不確
実な経済状況の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課
税所得の時期および金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類におい
て、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 
 

4．貸借対照表に関する注記 

 (1)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
   
 (2)有形固定資産の減価償却累計額 4,293,514千円 
   
 (3)関係会社に対する金銭債権債務  
 金銭債権 7,855千円 
 金銭債務  1,591,693千円 
 
5．損益計算書に関する注記 

 (1)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
 (2)関係会社との取引高の総額  
 売上高 24,162千円 
 仕入高 664,688千円 
 営業取引以外の取引 22,064千円 
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6．株主資本等変動計算書に関する注記 

 (1)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
 (2)当事業年度の末日における発行済株式の数 800,000株 
   
7. 税効果会計に関する注記 

 (1)繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金であります。 
(2)法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

当社は、当事業年度からグループ通算制度を適用しております。また、「グル
ープ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応
報告第 42 号 2021 年 8 月 12 日）に従って、法人税及び地方法人税の会計
処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

 
8．金融商品に関する注記 

(1)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
(2)金融商品の状況に関する事項 

    当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金は古河電気工業
㈱からの借入により調達しております。 
営業債権である受取手形、電子記録債権および売掛金は、顧客の信用リスク 

と為替変動リスクに晒されています。信用リスクに関しては、当社の与信管理
規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先
の信用状況を半期ごとに把握する体制としています。 
営業債務である支払手形、電子記録債務および買掛金は、1 年以内の支払期 

日です。 
借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。 
変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されています。また、営業債務や 

借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次の資金繰り計画 
を作成するなどの方法により管理しています。 
デリバティブ取引の実行・管理については、社内管理規程に基づき実行して 

おります。 
 
 

(3)金融商品の時価等に関する事項 
2024年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価、およ 

びこれらの差額については、次のとおりです。 
なお当社の保有する金融商品は、現金及び預金、受取手形、電子記録債権、並
びに売掛金、また支払手形、電子記録債務、買掛金、未払金並びに短期借入金
ですが、これらは短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似することから、
注記を省略しております。 

 （単位：千円）   

  貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額 

 デリバティブ取引（*2） 

①ヘッジ会計が適用されていないもの 

③ ヘッジ会計が適用されているもの 

(751) 

(5,021) 

(751) 

(5,021) 

 

- 

- 

(*1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権は純額で表示しております。 
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(1)デリバティブ取引 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

  (単位：千円) 

区   分 取引の種類 契約額等 契約額等のうち 
1年超 時価 

市場取引以外 売建 

買建 

32,012 

(52,684) 

- 

- 

(940) 

188 

（*）ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引は、原材料の市場価格変動リスク

に対する商品先物取引であります。 

 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引                         

(単位：千円) 

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち 
1年超 

時価 
 

原則的処理方法 

 

為替予約取引 

売建（米ドル） 

売掛金（予定取引） 159,611 

 

- 

 

(5,021) 

 

 

 

（*）為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体と 

して処理されるため、その時価は当該売掛金に含めて記載しております。 

 

9．関連当事者との取引に関する注記 
(1)親会社および法人主要株主等 

属性 会社名 
議決権被所 
有割合％ 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 古河電気工業株式会社 100 
 
 

原材料の 
購入 

銅原線など原材
料の仕入(注2) 

652,033 買掛金 362,298 

  当社製品の 
販売 

コルゲート製品
などの販売(注3) 24,162 

売掛金 5,904 

  未収入金 1,951 

   
資金の借入 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾌｧｲﾅﾝｽ 
取引(注4) 

(11,708) 短期借入金 1,221,696 

  利息の支払 
(注5) 

9,587 未払費用 7,698 
取引条件及び取引条件の決定方針 
(注1)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
(注2)銅原線の購入については市場の実勢価格を勘案し取引価格を決定しております。 
(注3)コルゲート製品などの販売については市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 
(注4)グループファイナンス取引の取引金額については、前期末と当期末の増減額を記載しております。 
(注5)利息は市場金利を勘案し合理的に決定しております。 

 

(2)兄弟会社等  

属性 会社名 
議決権被所
有割合％ 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社
の 

子会社 
古河産業株式会社 - 

当社製品の
販売 

めっき製品など
の販売(注1) 96,804 売掛金 39,274 

 古河エレコム株式会社 - 
当社製品の 
販売 

ビニール被覆製
品の販売(注2) 55,232 売掛金 30,233 

 (注1)めっき製品などの販売については市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 
(注2)ビニール被覆製品の販売については市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 
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10．1株当たり情報に関する注記 

 (1)１株当たり純資産額 △70円55銭 
 (2)１株当たり当期純利益 213円19銭 
   
11．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 
  以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


